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は じめに
集合団地とは い っ ても ､ 大別する と ｢分譲住宅+ と ｢賃貸住宅+ の 2 通りが ある ｡ 分譲 と い
うと こ ろは本論の テ ー マ となるとこ ろで は あるが ､ そ の 土地とい うかそ の敷地(注 1)は ､ 所有者 ､
いわゆる区分所有者の 総意に よ っ て管理運営され ､ 賃貸はそ の所有者で ある貸主 ､ い わゆる大
家と呼ばれ るとこ ろの意思に よ っ て運営 して いく こ とに なるの で ある0
集合団地はそ の 立地でも っ て環境問題 と深く関わるこ とが多いだろ う｡ 例えば ､ 工 業団地と
隣接 して い た ら､ 騒音 ･ 大気と い っ た環境汚染問題と′密接 にか かわ るだろう し､ 環状線や高速
道路に近 ければ ､ 同 じような問題 と密接にかか わ っ てく るだ ろう｡ さらに ､ 最近の 建物 の よう
に高密度 ･ 高密 閉で あれ ば､ そ の 材質に より居住者の健康を害する ような環境問題 性 2) に波及
す る こ とは言うに及ばぬ こ とかも しれない し､ 室内の 何らか の汚染に加 えて ､ 窓を開けて換気
をすれ ば､ なお の こ と室内の 空気 が汚熟されて しまうという こ ともあるだろう｡ また ､ 最近 の
傾 向か らすれば土地の 有効活用を目的に建物 の 高層化､ 超高層化が進行 し､ そ れに伴う人体や
精神面 - の何らかの 負担も集合 団地の 環境問題 (注3) とい えるだろう｡
集合団地が ､ 本格的に供給され始 めた の は昭和30年 (1 95 5) の 日本住宅公 団の設立 か らとす
れ ば､ そ の歴史はた かだか 半世轟己にも及ばない ｡ が わずか な期間に全国規模で分譲 マ ン シ ョ ン
と呼ばれ るも の が4 00万戸にも及ぶ供給戸数 に達そ うとし ､ 地方公共団体等による供給も含め賃
貸団地 と呼ばれるもの は約300万戸 ( 注4) に達する と見込まれ る｡ 集合団地は ､ 戦後 の産業構造
の 変化 に伴 っ て人 口が都心に集積 ･ 集中す る過程で発展 してきた居住形態 と して位置付 けられ､
す っ か り定着 して い ると見られ る ｡
分譲 マ ン シ ョ ン という ､ こ うい っ た居住形態は ､ 管理組合 という居住者団体を構成 し ｢建物 の
区分所有等に関す る法律+(以下 ･ 区分所有法) にもとづく団体と して ､ 住民自治の もと敷地 を
含めた共用部分の管理運営を多数決の 原理 に基づ い て行う こ とに なるの で ある｡
こ こ で い う集合団地とは ､ 工業団地 ､ 環状線､ 高速道路の ま じか に ある にせ よ ､ 敷地を自分
た ちで管理す る分譲集合団地の場合に限る ことに し､ 単棟型 ･ 複合型と呼ばれ る民間型の マ ン
シ ョ ン は含まない こ とにする｡ これまで に ､ そ こ に住む居住者 にと っ て どん な環境問題が存在
してきたの で あろうか ｡ まずは ｢敷地内駐車場増設+ ｢農薬散布+ 問題 とい っ た敷地の 中の緑地
が もたらす事象を見ながら､ 管理組合 とい う住民団体が選択 してきた状況 と変遷を分析してみ
た い ｡ 建築物 の材質､ 超高層化 に よ る環境問題 は ここ で は触れない こ とにする｡
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1) 問題の所在
昭和30年代 ､ 40年代供給の 集合団地に は ､ 敷地内駐車場の 確保と い う点 で ､ 入居当初か ら備
わ っ て いた わけで はなく モ ー タ リゼ ー シ ョ ン の普及に伴 っ て ､ 徐 々 に増設 して きた プ ロ セ ス が
あるo 昭和50年代の これ らの展 開は ､ そ こ に住む住民を二分す る形 で露呈 してきた o 駐車場 を
造 る事で より 一 層便利 さを向上 させ た い とす るグル ー プと ､ 従来 どお り植栽 ､ 芝生とい っ た緑
地を減らす ことなく保 ちた い とする グル ー プ の 相対立す る 2 つ の 存在で あるo
こ の こ とに拍車をか けるき っ か けとな っ た の が ､ 80年代後半 の い わゆるバ ブ ル経済の 登場 を
頂点と した数次に渡る マ ン シ ョ ン ブ ー ム で あ っ た ｡ どうい う こ とか とい うと､ 敷地内駐車場 の
確保に向け前述 の ようなグル ー プ分 けが あっ た中で ､ そ の解決方法 は ､ 集合団地 の近隣に管理
組合等が借り上 げた土地 を利用 し駐車場運営 を行 っ て い た もの を ､ 地価 の 高騰 ･ 土地の 有効利
用 とが相ま っ て ､ 返還を余儀 なくされ てきたと い うこ とが ､各地域で多発 して きた からで ある ｡
置き場に困 っ た所有者は ､ 駐車場が あろうが なか ろうが敷地 内に 車を持ち込む ｡ する と ､ 敷
地内の道路は安全確保 の意味で と ても危険な状態 に陥る こ とに なる｡ ｢駐車場の 大増設論+と｢安
全確保論+ ｢住環境擁護論+ が登場 し､ 集合団地の 本格供給後初の 建物以外 の大きな ハ ー ドル が
登場 してきた ので ある｡
2) 敷地内駐車場増設と緑地の関係
2) ①増設派と環境擁護派 の論 理
モ ー タリゼ ー シ ョ ン の 普及に伴 っ て ､ 増設派の 考え方は ､ 集合団地に駐車場が備わ っ て い る
こ とが当然の こ とであ っ て ､ 駐車場の 有無が 住戸 の価格に大きく関わ っ てく ると い う主張を展
開す るo 一 方､ 環境擁護派は車 を住横間に持ち込 め ば､ 年少者 ･ 高齢者の安全性 を損ね るばか
り か ､ 緑多い住環境を台無 しに して しまうと主張｡ 昭和30･40･50年代入居 の 集合団地では ､ こ
う い っ た平行線の 議論 を数多く展開して きた経緯が ある.
2) ②増設をめぐっ て の判例
郊外型分譲集合団地に お ける典型的な判例は ､ 平成元年3. 20東京高判｢洋光台南第1団地駐車
場増設 工事禁止仮処分申請事件+ が上げられ る｡ (マ ン シ ョ ン 管理実務研究会編1 989｢マ ン シ ョ
ン 管理 トラブル 解決事例 シリ ー ズ駐車場編+ 財団法人 マ ン シ ョ ン管理 セ ン タ ー 監修 第 一 法規
出版発行参照) (T H E N E W K EY参照) 判例集未掲載
【経緯】
同団地は ､ 昭和4 6年入居 ･ 696戸 ･ 中層5 階建て39住棟 ･ 建蔽率2 0- 30% ･ 容積率60- 70% ･
敷地 内駐車場設置率11･ 6%81台分を確保 と い うもの で あ っ た ｡ こ こ も同様 ､ 居住者の駐車場確
保 は近隣地区にお ける民間の 駐車場 の 一 括借り上 げに よ っ て ､ 賄われて きた の であるが ､ 2箇
所172台分の 民間駐車場の うち 1箇所10 7台分 の オ ー ナ ー に よる契約打ち切 りが表面化 してきた
の が 昭和63年 ｡ 管理組合は ､ 団地内の コ ミ ュ ニ テ ィ広琴を仮 の 駐車場と して暫定利用 し､ さら
に芝生地 をカ ッ ト して実質87台分 を増設す るプ ラ ン を臨時総 会で 提案 した ｡ こ の 承認率は
82･ 6%で あり ､ ｢共用部分の 変更+ を定め る管理規約をクリアするものである｡ ところが､ 同年 7
月 ､ 芝生地を利用 し駐車場を建設するとしたところに隣接す る住棟 の - 居住者か ら､ 環境の悪化
と車 の騒音を理由に ､増設 工事差 し止 めの 仮処分命令の 申請が横浜地判にだされたのである( 注5)｡
【争点】
増設工事を差止 めたい とす る居住者の 主張は ､ 芝生地に駐車場が でき る ことで｢平穏に生活す
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る権利が侵害され ､ 環境の悪化と騒音 に悩まされ る+とい うもの で ､ 『共用部分の 変更が 専有部
分 の使用に特別の 影響 を及ぼす べ き』 ときに該当 (区分所有法1 7条 2項) と主張｡ 全体で82. 6%
の 承認が あっ て も､ 1 7条 2項の 条文に従 い個別的な承諾が 必要だと し､ 工事 の差止 めを求めた｡
これに対 し､ 増設 工事 を早々 に進めた い管理組合側は ､ 団地環境整備を踏まえた増設プ ラ ン で
あり ､ 差止 めを主張す る居住者が住む住棟 - は ｢出入 り ･ 採光 ･ 通風にも影響 を及ぼさな い か
ら個別 の 承諾は必 要が ない+ と反論｡
【判旨】
昭和63年1 1月横浜地判は ､ 申請 を却下｡ 特別 の影響につ い ては ｢採光 ･ 通風に影響 を及ぼす
もの とは認め られ ない+ 団地環境整備 を踏ま えた駐車場 の 増設で あり ｢景観の 向上に資す ると
ともに歩道 ･ 車道 ･ 駐車場 を低木で 区別 し安全面にも十分に考慮+ 工事差止 め を求め た 区分所
有者の ｢受忍限度 を超 える ような環境の 悪化や騒音が生 じる とは認 め難い か ら､ 特別 の 影響を
及ぼすとは認 められない+ と判断｡ 差止 めを求めた居住者 は原判決の 取消 しと工事禁止 の仮処
分命令の決定を求め東京高判に抗告｡
平成元年 3月 東京高判は ､ 抗告棄却 ｡ そ の 理 由と して ｢特別 の影響を及ぼすときとは ､ 変更
に よる不利益が ､ ある専有部分に局所的に生 じる場合で あり ､ 一 般的な影響を意味す るも の で
はない ｡ 住棟の採光 ･ 通風 には直接影響 がなく ､ そ の程度は受忍限度を超える とは認め難 い+
と した ｡ 差止 め を求めた居住者が ､ 横浜地判 に行 っ た仮処分申請と同様の本訴 (昭和6 3年8月)
を元年4月 に全部取り下げ､ 本件が終了 ｡
2) ③そ の 後の 展開
この 判決を受 け､ 同じような居遇の 集合団地は増設 に向け大きく前進す る傾向を見せ る｡ 同
様 なトラブル - の発展ケ ー ス と して は ､ 平成 2年 に東京都日野市の 百草団地 (70年 入居 ･ 33 6
戸) でも発生 し東京地判八王 子支部で ｢和解+｡ 同じく横浜市の 港南台め じろ団地 (昭和4 8年入
居 ･ 13 90戸) でも仮処分を申請するまで に い た っ たもの の ､ 判決前に取り下げて い る ｡
集合団地における駐 車場増設 の成果は ､ 洋光台団地が行 っ た ような ｢総合団地環境整備+ と
い う新 しい視点を導入 して いく こ とで ､ 団地全体の リ ス トラクチ ャ リン グを整備 して い く こ と
がク ロ ー ズア ッ プ され てきた o 団地とい うとフ ラ ッ トな土地 に同 じような形の住棟が居並ぶ形
態を想像するが ､ 洋光台では敷地を立体的に活用 し､ 車 の ライ トをさえぎるような工夫が 見ら
れ る｡ それでも気 になるケ ー ス が あるならば､ 駐車場 の後方部に築山 (高さ 1 m 程度) を設 け
頂上部分に横 一 列に低木を整 え､ の り面 に芝生を配 し芝生地の 減少 を極力抑えるなど考案され
てきたo しかも､ こう い っ た増設 を機に ､ 敷地内ア プ ロ ー チ道路を拡幅す るこ とで防災上 の安
全確保 を大きく向上させ る効果 を示 して い るの で ある｡
トラブル とまで は行かない が 問題化するケ ー ス と して は ､ 増設に よ っ て高木 の 処理が表面化
してきた場合で ある｡ 特に首都圏近郊の 集合団地では ､ 住民の木 々 に対する思い 入れが強く伐
採 を好まない傾向がある. 一 方関西圏に なると､ 木 々 の移設 の コ ス トを明らか にすると伐採は
さほど困難とはならない とい う､ 集合団地にお ける住民 の緑 ･ 環境に対す る考え方は地域によ
つ て相当変わるも の なのか も しれな い o
洋光台南第 1団地は ､ 東京高判判決以降これまで に ､ 敷地内駐車場の増設を踏まえた総合団
地環境整備事業を資金 バラ ンス に応 じて数次 に渡 っ て 展開 してきた｡ 1住戸1台分の 駐車場確
保という点では ､ すで に充足数に達して い る し､ 緑地 (芝生) 部分の 立体的なデザイ ン は ､ 住
環境の 高水準を保 っ て い ると見られる｡ 地判判決で指摘の あ っ た景観向上という点で も誰 しも
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が納得する ス テ ッ プア ッ プ を遂げて い ると判断 できる レ ベ ル に達 して い ると思う ｡
3) 農薬に よる緑地の環境問題
3) ①問題 の所在
先に述 べ てきた ように ､ 集合団地の 緑地 (芝生)の 多さは ､ 建蔽率の 低度利用で明らか で あ
る ｡ 芝生地 の意義は ､ 南面 ベ ラ ン ダ側 の各住戸 ごとの プ ライ ベ ー ト空間を保 つ 効果と通風 ･ 採
光 ･ 景観 を担保する の に大きく役立 っ て い る｡ こ の住環境 ､ 特に美観 を守 るため に大量の 農薬
が使用され て い るとすれば ､ どうい っ た問題 が ク ロ ー ズ ア ッ プされ てく るだ ろうか ｡ こ こ で 問
題となるの は ､ 農薬と 一 般 に呼ばれて い るもの の うち､ 防虫剤で は なく除草剤 の 方 で ある｡ 1 0
年程前に横浜市の左近山団地 ､ 和光市 の諏訪原団地など各団地で 露呈 してきた ｡
3) ②農薬は 百害あ っ て 一 利無 しか
集合団地 の ｢緑+ は ､ 年 々 大きくなる樹木と芝生に よ っ て構成され て い るが ､ 芝生地の維持 ･
管理 は ､ 住民 の 手抜き除草だけで は手に お えない ｡ なか に は現在で も居住者の 一 部が ､ ボラ ン
テ ィ アか ある い は アル バイ ト形式 で ､ 芝生 の管理を行うケ ー ス はある が ､ 季節に よ っ て は ほぼ
毎 日手抜き除草に費やす こ とになる｡ 芝生の 雑草対策と して使用されて い る除草剤の 安全性 が
指摘され ､ ク ロ ー ズア ッ プ してきた の は昭和5 0年代の 後半であ っ た ｡
薬剤散布に よる人体 - の悪影響を危倶する グル ー プが ､ 除草剤散布と手抜き除草の 併用に よ
つ て薬剤散布 を抑 え ようとす る動きと ､ い わゆる除草剤 ア レ ル ギ ー に よる散布 中止 の 考え方が
交錯するの で ある｡
各管理組合 の当時の 対応 を調査 してみ ると ､ 一 応に ｢除草剤 学習会+ 等を開く などして ､ 通
産省が提示する薬剤の 安全基準 の 説明 ･ 除草効果 ･ 使用量の抑制 を前提と し､ 稲科雑草用､ 広
葉雑草用除草剤 ､ 発芽抑制剤の 散布に つ い て ､ 住民 に コ ン セ ン サス を求めて い る｡
4) 駐車場増設 ･ 農薬散布におけるコ ン セ ンサ ス の背景
4) ①駐車場 の場合
団地管痩組合の 予算形成は ､ そ の 歳入部分を ｢ 一 般管理組合費+ ｢修繕積立金+ ｢施設使用料+
で構成する ｡ 各区分所有者 は ､ 転月決ま っ た 日時に徴収を受 けるこ とに なる｡ こ の 価格 は ､ 各
集合団地により様 々 で あるけれ ども､ 例 えば､ 住戸数5 00戸 ､ 各住戸 の 専有床面積60m
2
､ 駐車場
設置率6 0% :300台分と し､ 組合費1 0000円/1 M､ 1 m
2
当た り2 00円/ 1 M の修繕積立金 を収 め
る こ とが昭和40年代入居団地の 平均値と しよう｡ 都市の ス プ ロ ー ル化 時代の 建物もようやく都
心に近い 状況とな っ てきた現在､ 敷地内に増設 した駐車場料金 は ､ 近 隣の 民間駐車場料金 1万
5000円か ら若干 (20%ほ ど) 下回る程度の 市場価格 で利用でき ､ しかも需給 バ ラ ン ス が 常に均
衡の 状態に近 い とい うこ となら､ 敷地内駐車場会計 は年度ごと に修繕積立金の600/.分 を余計に
積み立て でき ､ そ の大半 を修繕積立金会計に振り返 る こ とが 一 般的 とすると ､ 駐車場料金が団
地管理野合の歳入部門の 一 翼と なる こ とが うかが えようo 1人 の 区分所有者が ､ 駐車場 1台分
の 共有地を使用す るこ とに よ っ て受益者負担 の原則 を前提に ､ 定期的修繕の 予算を構成する要
素 となる資金 ス トッ ク の 一 部分 を負担す る シ ス テ ム が 出来上が る の で ある. こ の こ とが ､ 90年
代後半まで に各組合に浸透 し普及す る こ とで ､ 敷地内駐車場増設が 組合 の長年 の懸案事項か ら
姿を消す要因とな っ た ｡
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9 0年代後半ま で に増設問題が 一 応落ち着 い てく る状況の なか で ､ もう 一 点付け加え るとす るな
らば､ 『増設推進派』 が ､ モ ー タリゼ ー シ ョ ン を自ら堪能す るグ ル ー プ であ っ た の に対 し､ 『環
境維持派』 は ､ ドライ バ ー と はならな い高齢者が多く 占めた こ と から､ 駐車場増設 の 可否を長
年 の懸案事項と して い る間に ､ 世代交代が進み極端な少数派 - の傾向を示 し つ つ ､ 変化 を受 け
入れ ざるを得なく なっ た と見る こ と もでき る｡
とこ ろ で ､ 時代の パ ラ ドク ス と いう べ きもの で あろ うか ｡ 90年前後 の供給団地は ､ 機械式 立体
駐車場 (1層 2段 ･ 2層 3段)等を導入 し､ すで に区分所有世帯全戸 の 駐車場を確保 して い るo
料金は 近隣の 民間駐車場と比較 し大幅に低 めに設定 してお り利用者 の増大を図る の だが ､ 一 世
帯2 台と しても80% 前後 の 可動率にと どまり｢空き+が発生 して い る状態 に陥るとこ ろが多い ｡
メ ン テ ナ ン ス 費用 の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン を踏まえると､ 利用料金め値上 げがク ロ ー ズア ッ プ され
るが ､ 需給バ ラン ス 上 ､ コ ンセ ン サス を得 られ るまで には 至 っ て い ない ｡ こ の ケ ー ス で の敷地
内駐車場は ､ 組合の 歳出に大きなウ エ ー トを 占める重点課題 と して登場す る｡
4) ②農薬散布 の場合
集合団地 にお ける少子 高齢化の 波は極端である ｡ 毎月 1回の 手抜き除草に参加する人員も極
端に 目減りする傾 向が ある｡ そ うい っ た状況の 中で ､ 居住者に よ る手抜き除草は ､ 本格化 して
も本業とは比 べ 物 にならない ｡ ｢根 を抜 かず葉を取 る作業と なり がち+なの であり ､ 集合団地の
芝生 - 緑 の絃後は傷みが ちになる の で ある｡ そ こ で ､ こ の 緑の械後 を守ろ うとすれば最適化を
踏まえた農薬の投与は必要不 可欠にな っ てく る｡
別 の観点か ら見てみ よう｡ 分譲集合団坤を主と した管理組合で構成する 日本住宅管理組合協
議会 (東京･ 神 田) の 一 昨年 の 資料に よると､ 各集合団地の 植栽部門にかか る資金 の ウ エ ー ト
が わか る｡ 同協議会 のデ ー タ に基づ い て団地規模 ･ 植栽費総額 ･ 組合費支出割合 ･ 1戸 当り の
支出額 () を概観 して み る｡ ①東京S団地 (練馬区･ ⑤ ･ 67年入居 ･ 9住棟 ･ 49 0戸 ･ 年間支出
約776万円 ･ 1 7. 3% ･ 1 5. 871円②東京K団地 (清瀬市･ ②③ ･ 8 2年入居 ･ 67棟 ･50 7戸 ･1 754･31. 6 ･
34･ 608) ③東京 E 団地 (江東区 ･ ⑧ - ⑭ ･ 80年入居 ･ 7棟 ･ 464戸 ･ 559 ･ 7. 6 ･ 1 2. 0 51) ④神奈
川E団地 (嘩浜市 ･ ③⑤･ 79年入居 ･ 16棟 ･ 408戸 ･6 64･ 21. 3 ･ 1 6. 2 70) 埼玉 M 団地 (川越市 ･ ②
⑤ ･ 8 2年入居 ･47棟 ･ 548戸 ･ 59 9･16. 3 ･ 10. 9 34) ⑥千葉丁 団地 (八 千代市 ･ ⑤ ･ 72年入居 ･2 7
棟 ･ 68 0戸 ･ . 321･ 8. 8 ･ 4. 723) ○は 階層｡
こ の 中で最も負担の 多い 2団地は ､ ｢外部業者による手抜き除草+ ｢住民ア ル バイ トに よる手
抜き除草+ を行 っ てきた o 一 見 してわか るの は ､ 除草剤の散布な しで は 一 般会計に占め る植栽
管理費が2割ない し3割に当 るとい うこ とで ある｡ 居住者同士 の 交流 ･ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を植
栽管理 を通 して図 っ て い こ うという観点 を持た なけれ ば､ 除草剤散布 による植栽費軽減の 選択
は ､ 管理組合に と っ て 至極当然 の こ とと い える . 志田隆康著 (199 2) ｢マ ン シ ョ ン の管理+ 白帝
社 に よれば､ ｢団地で の植栽管理 は ､ 基本的に新築したときの 造園形式を基本方針と して植栽物
の 管理 を行うの が 一 般的+ と し ｢緑化に無関心 な役員が専門知識もない ままに組合費節減の た
め コ ス トを削減 し緑化環境の悪化を招き住民の批判を受ける例が多い+ と述 べ ､ ｢植栽物 は駄 目
にする の は簡単だが芝生は管理 しなければ半年で駄 目に なるo 一 度駄 目に したもの は復 旧する
の に大変な時間と費用が かか る+ と結論付 けて い る｡ 薬剤の 散布 は ､ 自然状況 ･ 農薬取締法 の
遵守を条件に管理組合が把握 の 上 ､ 最適に利用をす べ きこ とを示唆 して い る｡
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5) 駐車場増設 における新たな視点
｢公共 の福祉+ の た め住 即 ミ損害を受 けるこ と はやむをえない こ とであろうか o 高度成長期
に あっ て企業は ､ 公共 の 福祉 を前提に ､ 国際力強化 を同義語と し､ あらゆる開発 を推 し進 めて
きた c こ の ことは単に経済活動とい う視点にと どま らず ､ モ ー タリゼ ー シ ョ ン の 普及 とい う こ
とか ら集合団地 と呼ばれ る住居形 態 にも波及 して きた の で は な い か と見 られ る ｡ 渡辺 洋 三
(1 979)｢経とは何かJ 岩波書店に よれば､ ｢企業 の財産権の 行使 の 正 当性 を否認す るもの ではな
い が他方にお い てそ の行使に よ っ て住民 の 蒙る被害を十分考慮 し､ 比較衡量 して判断す るこ と
により新受任限度論が台頭 して きた+ と述 べ て い る ｡ こ の こ と は ､ 事例と して あげた洋光台団
地と い かにも類似 して い る｡ が ､ 今後 の方 向性と して は ､ 住民 の生活 ･ 健康 ･ 生命を保証する
観点か ら責任の 所在を明らかと したもっ と厳 しい 対応が 必要 にな っ てく ると思われ るの で ある ｡
管理組合は ､ 大多数 の 中心的選択を求め る の では なく少数意見を踏ま えた重 心的選択を 一 層求
められてく るの で はない かと推 察され る｡
注1) こ こ でい う敷地とは ､ 区分所有法第2 条五項 に よる ｢建物が所在す る土地+ 及 び第5条 一
項の 規定に より ｢建物 の敷地とされた土地+ ｢区分所有者 が建物及び建物が所在す る土地を 一 体
と して管理 , 又 は使用する庭 ､ 道路そ の 他 の土地は規約に より建物の 敷地とす るこ とができ る
とい っ た事 をさす
注2) 住宅白書1998村松学 ｢住居の衛生問題 と室内空気汚染+ ドメ ス 出版8 8貢
注3) 住宅白書19 94定行 まり子 ｢都市住宅の 高層化 の進行と子 ども の 生宿+ ドメ ス 出版108, 109
育
注4) 住宅宅地審議会19 99･ ｢21世紀の豊かな生活 を支える住宅 ･ 宅地政策に つ い て+ 中間報告
(要旨)
注5) 同事件は ､ ｢増設工事差止 めの 仮処分命令の申請+ の ほか に臨時総会が 書面 に よ っ て行わ
れた こと に よる議決 の仕方に問題 が あり ｢決議無効の 申請+ も同時に行 われたが ､ 横浜地判､
東京 高判とも､ これまで組合内で継続 して行われて い る事例と して ､ 訴えを退 けて い る
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